
 

 

令和元年度第１回福知山市入札制度改革等検討委員会 議事概要 

 

開催日時及び場所  

令和２年１月２４日（金） 

午後２時１５分～午後３時１５分 

三段池公園総合体育館第１会議室 

 

出席委員名簿（職業） 
委員長 髙

たか

橋
はし

 行
ゆき

雄
お

（弁護士、元福知山市入札監視委員会委員長） 

委 員 関根
せ き ね

 英爾
え い じ

（ジャーナリスト（元京都新聞論説委員）） 

委 員 松島
まつしま

 格也
か く や

（京都大学大学院工学研究科准教授） 

議事概要  

１ 開会 

 

２ あいさつ（髙橋委員長） 

 

３ 議事 

 （１）福知山市入札制度改革等検討委員会の総括に 

ついて 

   ◇ 入札制度改革により、おおむね期待した結果が

出ていることを確認。 

 （２）入札制度改革の検証について   

   ◇ 今後も福知山市公契約大綱の基本方針を踏ま

え、検証を行いながら、改革を継続していく。 

 

４ 閉会 

 

委員からの意見・質

問とそれに対する

回答 

意見・質問等 回答等 

別紙のとおり 別紙のとおり 
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（別紙）令和元年度第１回入札制度改革等検討委員会 議事録 

意見・質問等 回答等 

福知山市入札制度改革等検討委員会の総括

について 

 

業者数が増えているが、全国的にも財政状

況が厳しい中で業者が増えるというのはど

ういった理由があるのか。またその背景は

なにかあるのか。特に入札契約制度のあり

方と業者数の増加には関連があるのか。例

えば随意契約が多く、競争性がないために

業者数が維持されているというような関係

性はあるのか。 

 

 

発注数はどういう状況だったのか。減って

いるのか。 

 

 

予定価格の事後公表について、悪い方向に

は向かっていないと感じるが、気になるの

は、最低制限価格との乖離率が高くなった

り低くなったりしているが、どういうこと

か。平成２７年度から入札制度改革を行っ

ているが、それ以前の状況はどうだったの

か。 

 

 

 

 

低すぎるのも高すぎるのも良くないと思う

ので、引き続き注視する中で、問題があれ

ば対応していくということだと思う。 

 

 

事前公表と事後公表との比較資料におい

て、ほとんどの場合において、くじ発生率

 

 

 

土木一式では、平成２７年度と平成３０年

度を比べると８者増えている。その内容を

見ると、独立して新たに事業を始めた業者

や、すでに登録業者ではあったが、新たに

業種を増やした業者などが増えている。 

随意契約の適用については限定化してお

り、特定の業者と随意契約をしているわけ

でもないため、関連はないと考えている。 

 

 

入札状況の推移をみると、発注数は減って

いる。 

 

 

最低制限価格との乖離率の推移は、対象案

件数が少ないために、その案件の特性によ

り、ブレが出ることと、また最低制限価格

の見直しも随時行っているために、業者が

適応するのに時間がかかるのではないかと

考えている。 

 すべて入札制度改革以前の状況について

は、平成２６年度は３．０６％となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

予定価格を事前公表し、それにより最低制

限価格が類推できる場合には、くじ引きが
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がゼロになっている。何か特徴はあるのか。 

 

 

 

 

 

地域性の見直しについて、あまり競争性が

ないと困ることから地域性を拡大すること

になったが、その時に懸念されたのが、小

学校の区域に業者がいない状況が出てくる

といざというときに困るのではないかとい

う話があった。この改革において、小学校

区域で見た場合に業者の数が極端に少なく

なっていることがあるのか。 

 

 

人口が減り、学校の統廃合が行われている

が、その影響を受けたようなことはあるの

か。 

 

 

プロポーザル方式ガイドラインの成果と課

題として価格競争に移行するものがあった

とあるが、それは何件でどういう理由によ

るものか。 

 

 

 

 

 

 

 

従来であれば、従前どおりプロポーザル方

式によっていたものが、ハードルを設ける

ことにより、価格競争に移行したというこ

とか。 

 

多発すると考えるが、福知山市においては、

最低制限価格が類推しにくい方法によって

算定しているため、くじの発生は少ないと

考えられる。 

 

 

業者の増減について地域性の観点で確認を

したが、大きく減っている地域はない。 

統廃合した地域もあるが、その地域では、

小学校区が広くなっているため影響がある

とは思うが、今後検証していきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少なくとも２件はあった。事務局との事前

協議の段階においても価格競争に移行する

ものもあった。 

要因については、外部有識者の選定が難し

いことや、市の内部で運用委員会を設置し

て、統一的な基準でプロポーザルにするか

どうかの審査を行っているが、そのハード

ルを設けることにより、各課の職員の意識

も変わってきたものと感じている。 

 

 

その通りである。 
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入札制度改革の検証について 

 

コンプライアンスについて、具体的に入札

を行う中で、業者の気になる動きや、法律

には触れないにしても問題だと思うことが

あったか。 

 

 

検証によれば、順調に制度が動いているこ

とがわかる。今回の検証は、競争性の確保

が中心だが、そのほかに公契約大綱にもあ

るように、適切な労働環境の確保や、地域

に貢献する企業の育成という面での指標は

ないか考えたが、例えば建設業者の賃金が

どう推移をしているか、地域ごとの業者数

や雇用者数の変化、また、内部通報はどれ

だけあったのかという視点はどうか。また、

地域に貢献する企業の育成については、災

害協定も目安にはなるが、近年頻発する災

害の際に業者が実際どのような活動をした

のかが大事である。それがわかるような項

目を示せればよい。いろいろな落札の形が

わかるのは契約事務の一元化された成果だ

と思うが、できれば次はその枠を超えた情

報を集めるとより効果的な検証になると思

う。 

 

 

災害対応で実際にどのようなことがあるの

か。防災協定は形式的に結んでいるが、い

ざお願いしたときにその通り実行できたの

か。実行できなかったとすれば、それはど

のくらいあったのか。またそれはどういう

理由によるものか。それが反映されて初め

て地元に貢献しているかどうか言えると思

うが、実際問題として、自然災害が全市に

 

 

 

この間、コンプライアンス上問題となる事

象はない。また、そのような動きもない。 

 

 

 

 

示していただいた指標を参考にさせていた

だく。 

一部というわけではないが、労働者の駆け

込み窓口は設置しており、相談件数もゼロ

である。そのあたりも引き続き確認を続け

ていきたい。また、今回業者数の状況につ

いて確認したが、今後も継続して注視して

いきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この間の大規模な災害においても建設業者

は早期の現場復旧等に大変尽力されてい

る。防災協定を結んでいる業者との関係性

等事務局として把握できていない点もあ

り、そのあたりを強化していく必要がある。

また、防災協定を結んでから時間が経って

いる業者もあるため、重機の保有状況や人

員体制、意欲も含め、継続して災害の対応
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一度に来る中で本当に対応できたのか。そ

の辺の検証はどうか。 

 

 

 

コンプライアンスの関係で具体的に聞きた

いが、電話録音機を設置しているとのこと

だが、これまでに実際使用した実績はある

のか。 

 

 

最低制限価格の計算方式改正の話が出てき

たが、その情報は公表しているのか。また、

実際にいつ変更したのか教えてほしい。 

 

 

 

 

最低制限価格を改正したタイミングと、最

低制限価格乖離率のバラツキの状況が、リ

ンクしているわけではないのか。 

 

 

 

をしようとされているのか。防災協定を管

理している危機管理部局と調整して対応し

ていきたい。 

 

 

録音機能付き電話を設置してから５年が経

つが、使用したことはない。 

 

 

 

 

ホームページ等でどの案件から適用するの

か周知している。 

変更したのは、最近では令和元年５月１日、

平成２９年４月１日、平成２８年４月１日

から変更している。 

 

 

必ずしもリンクしているものではない。 

 

 

 

 

 


